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研究要旨 

離島地域の医療機関においては、その地理的条件の制約故、未使用分製剤の廃棄率は恒常

的に高く、貴重な血液製剤の有効利用の観点から、医療機関における適正使用推進と共に血

液製剤供給や運用の在り方の改善が強く望まれる。われわれは、固定翼無人航空機

（unmanned aerial vehicle; UAV）による輸血用血液製剤の長距離航空搬送の実用化を目

指して、今年度、赤血球製剤を対象とした実行可能性の検討を行った。その結果、本土離島

間約100kmの安定した運航が可能であることを確認し、また、搬送容器の正確な投下が可能

であった。搬送中の容器内温度を2～6℃の範囲に安定して維持するための梱包ならびに保冷

方法を最適化することが出来た。また、赤血球製剤の品質への影響に関し、バッグの破損や

溶血の発生は明らかでなかった。今後、更なるデータの集積を図り最適な搬送技術の確立を

要すると共に、その臨床実効性や事業継続性に係る検討を重ねる必要がある。 

 

A.背景 

離島地域の医療機関においては、その地

理的条件の制約故、未使用分製剤の廃棄率

は恒常的に高く、貴重な血液製剤の有効利

用の観点から、医療機関における適正使用

推進と共に血液製剤供給や運用の在り方の

改善が強く望まれる。 

近年、UAVの実用化が、多様な領域にお

いてめざましい勢いで進んでいる。医療の

分野でも、医療資材を無人で搬送する等の

目的で様々な取り組みがなされつつある。

UAV を用いた輸血用血液製剤の搬送について

は、既に一部実用化乃至はそれへ向けた検討が

なされている。その多くが戦場の傷病兵や救急医

療現場への搬送を対象としており、また赤血球製

剤を主体とした検討である。新鮮凍結血漿（以

下 FFP）や濃厚血小板製剤（以下 PC）を対

象とした基礎検討や実用化研究は極めて限定

的である 1～3）。また、従来の取り組みのほとんど

がマルチコプタータイプの UAV を使用したもので、

本事業で使用する固定翼タイプUAVを使用した

恒常的な血液製剤供給体制に関しては東アフリ

カのルワンダ共和国において構築されているが、製

剤の品質等の基礎検討に関するデータは明らか

になっていない 4）。 

 

 

B.研究目的 

UAV を用いた輸血用血液製剤の搬送に伴う

製剤の品質への影響を明らかにして、その搬送

技術を最適化する。 

本研究の成果は、離島地域や山間へき地等

における輸血用血液製剤の効率的な運用、すな

わちこれら地域の医療機関における需要変化に

適切に対応可能な新規血液製剤供給システム

の社会実装を可能にする。更に、本システムは大

規模災害等による交通ルート遮断時の被災地

域への医療資材迅速供給の安定的運用モデル

ともなり得る。 

 

C.研究方法 

長距離飛行が可能な自動飛行固定翼 UAV

を用い、五島地域離島間ならびに五島・長崎市

間約 100km の長距離配送経路またはそれに

準ずる飛行経路・時間を設定して、輸血用血液

製剤の飛行搬送を実施した。使用するUAVは、

米国 Zipline International Inc.製の自動飛

行固定翼ドローン及び、運用・管制システムを使

用する。完全自動飛行で、飛行速度は時速

100km、航続距離は拠点から半径 80km であ

り、風速 14m/s、降雨 50mm/h まで飛行可

能である。予め設定した場所に自動飛行してパラ



シュート付きの貨物（可搬重量は約 1.75kg）

を投下配送するものである。 

血液製剤は、日本赤十字社の献血事業で医

療機関に供給されなかった輸血用血液製剤

（RBC、PC、FFP）を研究用として譲渡を受け

て使用する。これは、「献血血液の研究開発等で

の使用に関する指針」に基き厚生労働省が公募

する研究事業として実施するもので、定められた

血液譲渡契約の手続きを経た後、日本赤十字

社血液センターによる献血事業において採血、製

造された赤血球液、濃厚血小板製剤ならびに新

鮮凍結血漿のうち、感染症検査等の検査結果

が不適合であったものの譲渡を受けるものである。

今年度は、赤血球製剤を対象とした検討を行っ

た。       

飛行実験：UAV 搬送は、五島市下大津町－

新上五島町有川地区間に設置された飛行航路

（片道約 70km、所要時間 40-50 分）なら

びに五島市下大津町－長崎市神の島町（片

道約 100km、所要時間 60 分）を用いて行う。

各種血液製剤を UAV で搬送する際の、搬送量

や搬送時間帯、搬送時期、気象条件にならびに

製剤授受方法による巡航性能、搬送時間なら

びに各製剤の品質を検討する。 

検討事項： 

①UAV 搬送に関する事項：搬送量や搬送時

期、気象条件ならびに製剤の梱包容器・保冷剤

や蓄熱材等の設定 

②血液製剤の品質に関する事項：バッグ破損

の有無、保管温度、含有赤血球数、溶血の有

無（目視による血漿の色調、赤血球形態、

LDH、カリウム濃度） 

③解析：上記各種搬送条件下に搬送前後の

バッグからサンプルを採取、②で挙げた項目を測

定し、Paired-samples t-test 等によって比較

検討する。 

 主要評価項目は、搬送前後における血液

製剤品質の変化ならびに搬送中の温度管理

データとした。 

（倫理面への配慮） 

本研究では、本院で診療する患者を対象とし

ない。しかし、前述のように、献血で得られ血液の

譲渡を受け実施していることから、献血者および

社会へ向け、研究内容を日本赤十字社のホー

ム ペ ー ジ に お い て 公 開 し て い る

（http://www.jrc.or.jp/activity/blood/k

oubo/）。併せて、血液製剤の譲渡を受けるにあ

たり、研究実施医療機関での倫理審査受審を

求められていることから、本研究は、長崎大学病

院臨床研究倫理委員会および独立行政法人

国立病院機構長崎医療センター研究倫理審

査委員会を受審し承認された。 

承認番号（長崎大学）：22121914-3 

承認番号（長崎医療センター）：2023132 

 

D.研究結果 

【UAVによる飛行システム】 

われわれは、2022年から長崎県五島列島

におけるUAVを用いた広域物流網の実証と

社会実装を目指す研究開発を進めている。

複数機を同時にオペレーションできるUAV

の離発着地点を五島市下大津町に設置して、

下図のような4系統の飛行ルートを確立し

た。 

 このうち、a)からc)の五島列島内航路に

おいては既に日用品や医薬品の配送実績を

図１ UAV 飛行経路 
a) 五島市・上五島有川地区 

b) 五島市・奈留島 

c) 五島市・三井楽地区 

d) 五島市・長崎市 

a) 
b) 

c) 

d) 



集積しつつある。一方、本研究では輸血用血

液製剤のオンデマンド配送を想定している

ことから、d）の航路を中心に検討を進める

こととした。 

 五島市-長崎市航路は、片道約100kmを所

要時間往復約2時間、高度100mを飛行する

ルートである。UAVの性能を検証するため

に、今回、予備検討飛行を除くのべ8回の同

ルートの往復飛行を実施し、全飛行を予定

通り成功することが出来た。気象条件は、晴

天～雨天・風速7～8m/sec・気温18℃であ

った。また、積載した梱包容器をすべて目的

地点に正確に投下することが出来た。 

【空路搬送中の温度管理】 長崎・五島間の

往復期間における庫内温度変化の代表的な

データを示す（図２）。庫内温度を適温範囲

に安定して維持すること及び飛行搬送に伴

う製品への物理的な影響を最小限に抑える

ことを狙い、ハンモック型およびクッショ

ン型の2種類の梱包容器を作成した。いずれ

の容器も外気温の影響を殆ど受けない素材

で構成されており、前者は容器内にハンモ

ック状の製剤ポケットを設け外部からの衝

撃を抑制することを狙ったもので、後者は

容器内のクッションを、製剤を包み込むよ

うな厚いものとして衝撃を十分に緩衝でき

るようにしたものである。一方、温度を調節

することを目的として、保冷材および蓄熱

材を単品あるいは組み合わせて使用した。

以上の要素を組み合わせて4種類の梱包条

件を設定した（表１）。 

その結果、条件１の梱包方法を使用する

ことによって、赤血球製剤の適正保管温度

範囲である2℃～６℃内に安定して維持す

ることが明らかになった。 

【飛行搬送による赤血球製剤の品質への影

響】  

長崎・五島間の飛行搬送に伴う、赤血球製

剤の品質、とりわけその物理的影響による

溶血の発生について検討したデータを示す

（図３）。この図において、条件５は、飛行

搬送せずに梱包容器内に他の条件の飛行時

間に相当する100分静置したものである。 

現時点でn=2であるため統計学的な検討

は未達であるが、LDに関して飛行後の上昇

傾向をみとめたが、飛行なしの条件5でも同

様の上昇を認めている。また、カリウムやヘ

マトクリットの変化はほとんど認められな

かった。また、飛行後のバッグの破損や血漿

の色調変化も認められなった。 

 

E.考察 

今回の検討で、固定翼UAVを用いた赤血

球製剤の本土離島間約100kmの飛行搬送が

実行可能であることを示すことが出来た。

すなわち、現行機種の性能では安定した運

航が可能であることを確認し、また、搬送容

器の正確な投下が可能であった。搬送中の

容器内温度を2～6℃の範囲に安定して維持

するための梱包ならびに保冷方法を最適化

（ハンモック型、保冷材400g）することが

出来た。また、赤血球製剤の品質への影響に

関し、バッグの破損や溶血の発生は明らか

でなかった。 

表１ 梱包方法の条件設定 



但し、今年度事業実施期間中においては

データの集積が不十分であり、今後検討を

継続して統計学的解析に耐えうる分析の踏

まえた最適な搬送技術を確立してゆく必要

がある。すなわち、今回は冬季の航行でデー

タを集めたが、夏季の条件やより悪天候に

おける安定航行の確認とデータ集積も図る

べきである。 

前述のように、血液製剤搬送目的で検討

されてきたUAVはいずれもマルチコプター

タイプであり1～3）、高速性や巡行距離等で

優位性のある今回の固定翼タイプUAVを用

いた国内初の検証の意義は大きい。加えて、

ソフトウェア面では、管制システムによっ

て飛行スケジュールを包括的に管理可能で

あり、将来の搬送ネットワークの社会実装

への展望を開くうえで有益な取り組みとな

る。一方、本事業で使用しているUAVの積載

重量は1.75㎏と限られており、1機あたり赤

血球製剤2バッグの搬送が上限と考える。し

かし、複数機の連続航行が可能であり一定

量の搬送は可能である。また、パラシュート

による投下、という配送様式について、現時

点で品質への影響は明らかでないものの、

これもUAVの性能の向上で解決できる可能

性がある。 

本研究の成果の意義は、離島地域や山間

へき地等における輸血用血液製剤の効率的

な運用、すなわち地域における医療資源の

より円滑で効率的な配置によって、これら

地域の医療機関における需要変化に適切に

対応可能な新規血液製剤供給システムの社

会実装を可能にするものと考える。更に、

本システムは大規模災害等による交通ルー

ト遮断時の被災地域への医療資材迅速供給

の安定的運用モデルともなり得る。そのた

めには、今後、従来の定期搬送や緊急搬送

の在り方等も勘案した適正な運用方針を明

確にしなければならない。ここには、配送

を受ける地域の医療機関や行政担当、そし

て日本赤十字血液事業・血液センター（BC）

の担当ならびに UAV 運用業者による協議

が不可欠である。また、コスト管理や実施

体制の適切な設定や管理等に関する十分な

準備がなされるべきである。すなわち、現

在実施中の品質への影響を検討することに

よる UAV 搬送の実施可能性という論点に

加え、実際に運用した場合の血液製剤供給

や適正使用への臨床実効性の検証、コスト

や事業としての継続性の担保といった経営

面でのデータ集積が重要となる。 

UAV搬送対象医療機関としては、地理的

な事情による製剤供給の困難さを抱える地

域、すなわち離島や山間地域等が対象とな

ると考える。さらに、オンデマンドでの供給

を念頭に置くと、血液製剤の需要が恒常的

にあり、危機的出血のリスクの高い診療機

図２ 飛行搬送中の搬送容器内温度の推移

 



能を有することも重要な条件になる。関与

するすべての医療機関が適正輸血と製剤の

品質管理に十分な理解と対応を取れること

が必須である。このように、複数の医療機関

間で形成される体制であること、貴重な資

源である血液製剤の広域にわたる運用の問

題であること、島嶼地域や僻地の医療・保健

衛生行政に関わる課題であること等を踏ま

えると、各都道府県の薬務行政担当部署及

び医療機関、BCが同じ議論のテーブルに着

く合同輸血療法委員会のような会議体が、

UAV搬送運用に関するモニタリングや評価

といった取り組みに関与してゆくことも考

慮しなければならない。 

 

F.結語 

今回の検討によって、UAVによる輸血用

赤血球製剤の長距離飛行搬送の実効可能性

を示すデータの集積を進めることが出来た。

今後、更なるデータの蓄積および他の製剤

（PCや FFP）を対象とした検討を重ねてゆ

くことで、搬送技術の最適化を図る必要が

ある。また、その臨床的実効性や事業継続

性に係る適切な運用システムの構築等の検

討を要する。新たな製剤の供給体制の構築

は、離島地域での輸血医療の安全で安定的

な供給の確保と貴重な血液製剤の有効利用

促進に貢献することが期待できる。 

 

G.研究組織 

《研究代表者》 

長井 一浩  

（独立行政法人国立病院機構長崎医療セン 

ター 臨床検査科） 

《共同研究者》 

吉田 真一郎  

（独立行政法人国立病院機構長崎医療セン 

ター 血液内科） 

糸永 英弘 

（長崎大学病院 細胞療法部） 

曽篠 恭裕 

（日本赤十字看護大学附属災害救護研究所  

図３ 搬送前後のバッグ内成分の検討 

青色；飛行前、橙色；飛行後 

a) LD, b) カリウム, c) ヘマトクリット 

N=2 の平均値で示す． 

条件 5 は、飛行搬送無し． 



災害救援技術部門） 

前田 隆浩 

（長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 離 

島・へき地医療学講座） 
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